
証券コード：5923

法令に基づき書面交付請求をいただいた株主様には、
本株主総会招集ご通知を書面にて交付いたします。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求を
いただいていない株主様にも同書面を送付いたします。
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表紙

第95期
定時株主総会招集ご通知
2023年４月１日から2024年３月31日まで

日  時

2024年６月26日（水曜日）
午前10時（受付時間：午前９時）

場  所

大阪市中央区難波５丁目１番60号
なんばスカイオ ７Ｆ
コンベンションホール

決議
事項

　

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　監査役２名選任の件

（ ご 注 意 ）ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。

　

良質な社会資本を提供し、

環境と人に優しい

未来を支える

株主総会にご出席いただけない場合

書面またはインターネットにより議決権をご行使
くださいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2024年６月25日（火曜日）午後５時

　
　



2024/05/29 10:57:54 / 23073050_高田機工株式会社_招集通知_電子提供措置用

ごあいさつ

社是

高い技術　不断の努力　豊かな未来
　

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を
賜りありがたく厚く御礼申しあげます。
　ここに第95期定時株主総会招集ご通知を
お届けいたします。
　ご高覧賜りますようお願い申しあげます。

2024年６月
代表取締役社長　中村　達郎
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狭義招集

証券コード　5923
2024年６月10日

株 主 各 位
大阪市浪速区難波中２丁目10番70号

高 田 機 工 株 式 会 社
代表取締役社長 中 村 　 達 郎

第95期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　また、このたびの「令和６年能登半島地震」により被災された皆様には、心より
お見舞い申しあげますとともに、一日も早い復興をお祈り申しあげます。
　さて、当社第95期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供
措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご
確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
　https://www.takadakiko.com/ir/library.html

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「高田
機工」または「コード」に当社証券コード「5923」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株
主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットにて事前に議決権
行使をいただき、行使にあたっては、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう
え、後述のご案内に従って2024年６月25日（火曜日）午後５時までに議決権を行
使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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狭義招集

１．日 時 2024年６月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区難波５丁目１番60号

なんばスカイオ　７Ｆ　コンベンションホール
３．目 的 事 項

報告事項 第95期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告および計算書類報
告の件

決議事項
　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 監査役２名選任の件

 

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。
　株主総会当日までの状況等により株主総会の運営に変更が生ずる場合、当社ウェブサイト(https://www.takadakiko.com/)
に掲載させていただきます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前
および修正後の事項を掲載させていただきます。
　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送り
いたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年6月26日（水曜日）
午前10時（受付開始:午前9時）

2024年6月25日（火曜日）
午後5時到着分まで

2024年6月25日（火曜日）
午後5時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第2号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

見 本

・書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書用紙において、議案に対する賛否の表示がない場合には、賛成の意思表示があっ
たものとして取り扱います。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式１株につき金 100 円
配当総額 202,941,900 円

剰余金の配当が効力を生じる日 2024年６月27日

株主総会参考書類

　当社は、利益配分につきましては、株主の皆様に安定的な配当を継続的にお届けすることを基本方
針とし、業績の推移および事業展開を勘案して機動的に実施してまいります。
　当期の期末配当につきましては、当事業年度の業績と株主還元強化の観点より、前期末の50円か
ら50円増配し、100円といたしたいと存じます。
　これにより、当期の年間配当金は、中間配当金50円を含め、前期に比べて50円増配の１株につき
150円となります。

－ 6 －
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監査役選任議案

第２号議案 監査役２名選任の件

所有する当社の株式数

0株
在任年数

―
取締役会出席状況

―
監査役会出席状況

―　

候補者番号

１ うち

内
 

 
だ

田　
せい

聖
 

 
こ

子（1973年12月21日生）
新 任 社 外

独 立 役 員
　

［略歴、当社における地位］
    1998年    10月 センチュリー監査法人（現　ＥＹ新日本有限責任監査法人）入所
    2002年    4月 公認会計士登録
    2007年    6月 新日本監査法人（現　ＥＹ新日本有限責任監査法人）退所

内田聖子公認会計士事務所　代表（現任）
    2011年    11月 税理士登録

［重要な兼職の状況］
内田聖子公認会計士事務所　代表

社外監査役候補者とした理由
企業経営に直接関与した経験はありませんが、公認会計士として、財務および会計に対し
て高度な専門知識や幅広い知見を有しております。かかる専門的な見地から、社外監査役
としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、社外監査役としての選任をお願いす
るものであります。また、同氏が選任された場合は、当社の施策の実施に対し、客観的・
中立的な立場で関与いただく予定であります。
　

　本定時株主総会終結の時をもって、監査役山中俊廣氏、山本和人氏が任期満了となりますので、監
査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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監査役選任議案

所有する当社の株式数

0株
在任年数

―
取締役会出席状況

―
監査役会出席状況

―　

候補者番号

２ いえ

家
 

 
ちか

近
 

　
とも

知
 

 
なお

直（1976年５月７日生）
新 任 社 外

独 立 役 員
　

［略歴、当社における地位］

    2005年    10月 弁護士登録
第一法律事務所（現　弁護士法人第一法律事務所）入所

    2010年    7月 金融庁検査局へ任期付き公務員として出向
    2012年    8月 弁護士法人第一法律事務所　復帰
    2016年    7月 弁護士法人第一法律事務所　社員弁護士　就任（現任）
    2020年    12月 株式会社ニヤクコーポレーション社外監査役（現任）

［重要な兼職の状況］
弁護士法人第一法律事務所　社員弁護士
株式会社ニヤクコーポレーション社外監査役

社外監査役候補者とした理由
社外役員となること以外の方法で、企業経営に直接関与した経験はありませんが、会社法や
金融商品取引法などを専門とする弁護士で、高度な専門知識や幅広い知見を有しておりま
す。かかる専門的な見地から、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断
し、社外監査役としての選任をお願いするものであります。また、同氏が選任された場合
は、当社の施策の実施に対し、客観的・中立的な立場で関与いただく予定であります。
　

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．内田聖子氏、家近知直氏は新任の社外監査役候補者であります。
３．社外監査役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
（１）社外監査役との責任限定契約の内容

両氏の選任が承認された場合、当社は両氏との間で損害賠償責任の限度額を法令が定める額と
する責任限定契約を締結する予定であります。

（２）内田聖子氏と家近知直氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、
両氏の選任が承認された場合は、独立役員となる予定であります。

４．当社は、保険会社との間で監査役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する
役員等賠償責任保険契約を締結しており、本議案が原案どおり承認され、各候補者が監査役に就
任した場合には、各候補者は新たに当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被
保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請
求を受けることによって生ずることのある損害について填補することとされており、被保険者の
保険料は当社が全額負担しております。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行
為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。また、当該保険契約
は任期途中における次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 8 －
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スキルマトリックス

属性 氏 名 地 位 企業経営 営業・マー
ケティング 技術・生産 人事・労務 財務・会計 法務・

リスク管理
サステナ
ビリティ 安全・品質  研究開発・

DX

取
締
役

中村 達郎 代表取締役社長 ● ● ● ●

小林 雄紀 常務取締役 ● ● ● ● ● ●

蔭山 昌弘 常務取締役 ● ● ● ● ● ●

西田 明 取締役 ● ● ● ●

西尾 和彦 取締役 ● ● ● ●

川谷 充郎 社外取締役 ● ●

吉永 一夫 社外取締役 ● ● ●

監
査
役

小野 誠大 常勤監査役 ● ●

内田 聖子 社外監査役 ● ●

家近 知直 社外監査役 ●

［ご参考］ 取締役および監査役のスキルマトリックス

　当社は、取締役および監査役が果たすべき役割に照らし、取締役および監査役が備えるべき専門性
等を定義しております。
　本総会において、第２号議案の承認が得られた場合、取締役および監査役のスキルマトリックスは
以下のとおりとなります。

以　上
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事業の状況

（ 2023年 ４ 月 1 日から
2024年 ３ 月31日まで ）

1 企業の現況

事　 業　 報　 告

⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過および成果

　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による影響を乗り越え、経
済活動の正常化が進み、景気は持ち直しの動きが見られました。しかしながら、不安定な国
際情勢や、原材料価格・エネルギー価格の高騰、円安の進行や物価の上昇など、先行きは不
透明な状況で推移しました。
　当業界におきましては、橋梁事業では、都市圏環状道路の大型プロジェクト案件の発注が
一段落したことに加え、資材費・労務費の高騰や工程調整等の影響による新規事業の発注遅
れが原因となり、新設鋼橋の発注量は大きく減少する結果となりました。鉄構事業におきま
しても、首都圏での大型再開発事業は堅調に推移するものの、かつてない建設コスト急騰に
よる計画の中止や規模縮小、専門業者の手配難、技術者・技能者不足の影響から、鉄骨需要
も伸び悩む年度となりました。
　このような厳しい受注環境の下で当社は、当事業年度も受注量確保を最重要課題として取
り組みました。橋梁事業では、受注実績のある地域での応札に重点を置き受注案件を積み上
げましたが、堅調に推移した前事業年度には届かず、大型案件の受注も確保できなかったこ
とで、金額も数量も前事業年度実績を大きく下回る結果となりました。鉄構事業において
は、目標案件を確実に受注につなげましたが、一部案件が次年度にずれ込み前事業年度を下
回る結果となりました。
　損益面につきましては、鉄構事業の回復が進まないものの、橋梁事業の手持ち工事が順調
に進捗し、設計変更による契約金額の増加も獲得出来たことで、売上高は第６次中期経営計
画の数値目標をわずかに下回りましたが、業績予想を上回る結果を残すことが出来ました。

　当事業年度の業績は、売上高196億95百万円（前期比23.3％増）、営業利益13億48百万円
（前期比259.7％増）、経常利益14億38百万円（前期比192.5％増）、当期純利益８億98百万円
（前期比163.7％増）であります。

　当事業年度におけるセグメント別の売上高、受注高および受注残高の状況は次のとおりであ
ります。

－ 10 －



2024/05/29 10:57:54 / 23073050_高田機工株式会社_招集通知_電子提供措置用

事業の状況

　（橋梁事業）
　当事業年度における橋梁事業の売上高は156億19百万円（前期比17.3％増）となりました。
主な売上工事は東北地方整備局・中谷地地区橋梁、箱堤高架橋、中部地方整備局・西深瀬高架
橋東、近畿地方整備局・高富川橋、豊岡南高架橋、関東地方整備局・上蛇高架橋その２であり
ます。
　受注高は106億17百万円（前期比40.6％減）となりました。主な受注工事は近畿地方整備
局・箱ヶ瀬西高架橋、矢倉川高架橋、静岡県・富士城11号橋、中国地方整備局・北条JCTラン
プ橋、岐阜県・濃飛３号橋であります。これにより当事業年度末の受注残高は157億89百万円
（前期比24.1％減）となりました。

　（鉄構事業）
　当事業年度における鉄構事業の売上高は40億75百万円（前期比52.7％増）となりました。
主な売上工事は㈱大林組・淀屋橋駅西地区地上、淀屋橋駅西地区地下、大成建設㈱・虎ノ門二
丁目地区、日本橋小網町計画であります。
　受注高は40億7百万円（前期比6.3％減）となりました。主な受注工事は大成建設㈱・博多
Walkプロジェクト、清水建設㈱・南池袋二丁目C地区であります。これにより当事業年度末
の受注残高は64億76百万円（前期比1.0％減）となりました。

　橋梁事業と鉄構事業を合計した結果、当社の当事業年度の受注高は146億25百万円（前期比
34.0％減）、受注残高は222億66百万円（前期比18.5％減）となりました。

②　設備投資の状況
　当事業年度は、工場の生産性向上のための機械設備の更新等のために、総額２億66百万円
の設備投資を実施いたしました。

③　資金調達の状況
　該当する事項はございません。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

（単位：百万円）

区　　分 第92期
（2020年度）

第93期
（2021年度）

第94期
（2022年度）

第95期
(当事業年度)

（2023年度）
受 注 高 22,147 14,061 22,168 14,625

売 上 高 15,223 15,669 15,978 19,695

経 常 利 益 956 937 491 1,438

当 期 純 利 益 489 747 340 898

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 222円33銭 343円86銭 163円88銭 442円75銭

総 資 産 26,647 24,546 27,278 30,000

純 資 産 18,832 19,036 19,082 20,908

１ 株 当 た り 純 資 産 8,549円71銭 9,017円40銭 9,417円77銭 10,302円56銭

14,625

22,147

14,061

22,168

第92期 第95期第94期第93期

（単位：百万円）受注高
19,695

15,223 15,669 15,978

第92期 第95期第94期第93期

（単位：百万円）売上高
1,438

956 937

491

第92期 第95期第94期第93期

（単位：百万円）経常利益

898

489

747

340

第92期 第95期第94期第93期

（単位：百万円）当期純利益
442.75

222.33

343.86

163.88

第92期 第95期第94期第93期

（単位：円）１株当たり当期純利益
30,000

20,908

26,647 24,546 27,278

19,08219,03618,832

第92期 第95期第94期第93期

（単位：百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき算出しており
ます。

２．１株当たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき算出しております。
３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第93期の期首

から適用しており、第93期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値
となっております。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

⑶　重要な親会社および子会社の状況
　該当する事項はございません。

⑷　対処すべき課題
「第６次中期経営計画」は『主要戦略①安定した収益基盤の構築』の大きな柱であった鉄

構事業の生産性向上が滞ったことから、主要数値目標の完成工事高200億円が未達となりま
したが、2032年（会社設立100周年）に向けた第一歩は踏み出せたと考えています。

2025年３月期は、橋梁事業においては新設鋼橋の発注量が2024年３月期実績を下回る可
能性が高く、更に受注競争が厳しくなると予想されます。鉄構事業においては、日本経済が
回復基調にあり、今後首都圏での大型再開発案件が相当数出件されることが予想され、所謂
2024年問題への対応懸念はあるものの、鉄骨需要の回復が期待されます。

このような状況で当社は「中期経営計画2024」を策定するにあたり、改めて「当社が目指
す姿」を若手社員を中心に考察し、VISIONを「世代を超えて、感動と笑顔あふれる豊かな
世界を創造する」、MISSIONを「人とまちをつなぎ、空間に価値を創り出す」に決定いたし
ました。
　～Change TKD～　のスローガンの下、持続的な企業成長を実現するために「基幹事業の
集中と選択」及び「事業変革への挑戦」を実施してまいります。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

国外 国内
外部環境

経営環境 強化ポイント

ASEAN 、インドなど経済成長を続け
る地域を中心に、社会インフラ整備需
要は引き続き堅調に推移の予想
⃝ 高速道路等の整備が進む

⃝ 橋梁・鉄構事業で培ってきた「設計・施工ナレッジ」
の標準化と共用化及び保全事業への応用化

⃝ 和歌山工場の「地の利」を活かした「生産・施工方
式」の確立、競争力の強化

強み

SDGs対応への要求、設備の強度化及び
環境に優しい新素材の開発要請の高まり
⃝ 激甚化する自然災害への対応及び社会環境

への配慮要請の高まり

少子高齢化への対応、地域社会インフ
ラの維持修繕・更新が需要の中心に
⃝ 社会インフラの老朽化に伴う橋梁保全事業

の拡大。IoTデバイス、AI等のICT技術の急
速な進化と社会実装

⃝ 地方部のコンパクトシティ化推進及び都市
部の再開発需要を中心とした鉄骨需要の 
拡大

人事制度改革 生産設備の刷新 R&D強化

既存近隣領域への
進出 ナレッジの標準化 事業のストック化

機会

内外事業環境による事業機会の予測

解決すべき経営課題

経営基盤系
⃝ 生産部門の競争力強化（品質・生産性向上）

⃝ 経営管理体制の強化（事業環境や市場ニーズ変化の把握と迅速な経営
判断）

サスティナビリティ系
⃝ ESG経営の実現

事業系
⃝ 事業機会を捉えるための「設計・施工技術」の標準化及び定着化

⃝ 不足する労働力に対応するための人財確保・育成

⃝ 業務プロセスの標準化・デジタル化による効率化

⃝ 自然環境に配慮した新素材の活用

⃝ 社会インフラ維持・運営業務など「ストック型」収益事業の開発

前中期経営計画からの継続事項
新デバイス製品の開発

橋梁保全事業の推進

鉄構事業の生産性向上

新規事業への取組み

鉄骨Ｓグレードの優位性を活かした「都市部再開発」案件の獲得

鉄骨Ｈグレード領域の施工パートナー確保及び管理手法の確立による
「地方部コンパクトシティ化」案件の獲得

新設橋梁「設計・施工技術」の標準化による「維持修繕・更新工事」 
案件の獲得

「維持修繕・更新ナレッジ」獲得による「自治体社会インフラの維持運営
委託事業」の獲得

環境配慮材の製品提供による「新規市場」の獲得
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

計画達成に向けた主要戦略

事業ポートフォリオの高度化戦略 経営基盤戦略 サステナビリティ戦略

「橋梁事業」「鉄構事業」の新設工事市場を主力とし
た事業ポートフォリオを再編し高度化を図り、
事業の持続的な成長・安定化・高収益化

迅速な経営判断を可能とする経営管理基盤の
強化、生産部門の品質・生産性強化

環境や社会への配慮、企業統治を重視し、
「持続可能な社会」への貢献と「企業価値の向上」

事業ポートフォリオの強化
生産部門の競争力強化

環境への配慮

市場ポートフォリオの強化 社会への配慮

経営基盤の強化
製品ポートフォリオの強化 ガバナンスの強化

本中期経営計画では、『持続的な企業成長』を実現するために「基幹事業の集中と選択」及び 
「事業変革への挑戦」の３カ年と位置づけ、次期中期経営計画での飛躍的な成長を目指す。

業績目標

⃝ 既存主力事業領域を再選定し 
経営資源を集中的投下による 
売上・営業利益の確保を図る

⃝ 「設計・施工技術」の強味を活
かした、新たな市場（維持修
繕・更新）での足掛かりを図る

⃝ ROE：4.5％→5.0％以上
　　　　　　　　（最終年度）

828
1,000

営業利益（期間平均）

13,699

3,414

6,00017,113

14,500

20,500

事業別売上高（期間平均）

本中期
経営計画
目  標前中期

経営計画
実  績 本中期

経営計画
目  標前中期

経営計画
実  績

事業別売上高・営業利益比較
単位：百万円

橋梁事業 鉄構事業 営業利益
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題
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主要な事業内容、主要な営業所および工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

区 分 内 容

橋 梁 製 作 施 工 道路橋、鉄道橋など鋼橋の設計、製作、架設

鉄 骨 製 作 施 工 ビル建築、学校体育館など鉄骨の設計、製作、架設

そ の 他 土 木 工 事 鋼橋上部工の床版、舗装工事、標識、防護柵などの設置工事

⑸　主要な事業内容（2024年３月31日現在）
　当社は、建設業法により特定建設業者として国土交通大臣の許可を受け、以下の事業を行っ
ております。

本 社 大阪市
東 京 本 社 東京都中央区
営 業 所 仙台市、群馬県高崎市、静岡市、名古屋市

和歌山県海南市、広島市、福岡市、沖縄県那覇市
工 場 和歌山県海南市

⑹　主要な営業所および工場（2024年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

265名（57名） ７名増（３名増） 43.8歳 19.3年

⑺　使用人の状況（2024年３月31日現在）

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお
ります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 百万円
1,000

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 1,000

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 900

⑻　主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）

⑼　その他の現況に関する重要な事項
　該当する事項はございません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

2 会社の現況

①　発行可能株式総数 6,560,000株
②　発行済株式の総数 2,237,586株
③　株主数 4,027名

株 主 名 持 株 数 ( 千 株 ) 持 株 比 率 ( ％ )

Ｂ Ｌ Ａ Ｃ Ｋ  Ｃ Ｌ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ  Ｌ Ｉ Ｍ Ｉ Ｔ E D 185 9.14

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 113 5.59

神 吉 利 郎 100 4.93

株 式 会 社 奥 村 組 88 4.37

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 81 3.99

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 60 2.98

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 58 2.88

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 50 2.47

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 50 2.47

東 海 鋼 材 工 業 株 式 会 社 48 2.41

⑴　株式の状況（2024年３月31日現在）

④　大株主（上位１０名）

（注）１．当社は、自己株式を208,167株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式の総数より自己株式（208,167株）を控除

して計算して表示しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況

株 式 数 （ 株 ） 交 付 対 象 者 数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 2,200 ５名

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２．⑶②　取締役および監査役の報酬等」に記載
しております。

⑥　その他株式に関する重要な事項
　当社は、2023年７月28日付で、取締役（社外取締役を除く）５名に対し、譲渡制限付株式
報酬として当社普通株式2,200株の自己株式の処分を行っております。また、同日付で、執行
役員６名に対し、譲渡制限付株式報酬として当社普通株式1,200株の自己株式の処分を行って
おります。

⑵　新株予約権等の状況（2024年３月31日現在）
　該当する事項はございません。

－ 19 －
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 中 村 達 郎

常 務 取 締 役 小 林 雄 紀

常 務 取 締 役 蔭 山 昌 弘

取 締 役 執 行 役 員 西 田 　 明 工事本部長

取 締 役 執 行 役 員 西 尾 和 彦 管理本部長

取 締 役 川 谷 充 郎 国立大学法人神戸大学 名誉教授

取 締 役 吉 永 一 夫 周商事株式会社 代表取締役

常 勤 監 査 役 小 野 誠 大

監 査 役 山 中 俊 廣 公認会計士（山中俊廣公認会計士事務所 代表）
学校法人大阪成蹊学園 常任監事

監 査 役 山 本 和 人 弁護士(弁護士法人第一法律事務所)
株式会社中北製作所 社外取締役

⑶　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（2024年3月31日現在）

（注）１．取締役川谷充郎氏および取締役吉永一夫氏は、社外取締役であります。
２．監査役山中俊廣氏および監査役山本和人氏は、社外監査役であります。
３．監査役山中俊廣氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見

を有しております。
４．取締役川谷充郎氏、取締役吉永一夫氏、監査役山中俊廣氏、監査役山本和人氏の４氏は東京証券

取引所の定めに基づく独立役員であります。
５．2024年３月31日をもって、西田明氏は執行役員工事本部長を退任いたしました。

－ 20 －
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会社役員の状況

区　　　　　分 報 酬 等 の 総 額
報酬等の種類別の総額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬

取 締 役
（うち社外取締役）

百万円 百万円 名
136
(11)

131
(11)

-
(-)

４
(0)

８
(２)

監 査 役
（うち社外監査役）

23
(10)

23
(10)

-
(-)

-
(-)

３
(２)

合　　　　　計
（うち社外役員）

159
(21)

154
(21)

-
(-)

４
(0)

11
(４)

②　取締役および監査役の報酬等
ア．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上表には2023年６月28日開催の第94期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名（う
ち社外取締役０名）を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬等限度額は、2008年６月26日開催の第79期定時株主総会において年額330百万円

以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当
該株主総会終結時点の取締役の員数は、６名（うち、社外取締役は０名）です。
また、上記の報酬枠の内枠で、2023年６月28日開催の第94期定時株主総会において、取締役
（社外取締役を除く）に対して、譲渡制限付株式報酬の額として年額30百万円以内、株式数の上
限を年10,000株以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の対象取締役の員数
は、５名です。

４．監査役の報酬等限度額は、2008年６月26日開催の第79期定時株主総会において年額70百万円以
内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

５．上記の非金銭報酬の額は、取締役（社外取締役を除く）５名に対する譲渡制限付株式報酬に係る
費用計上額であります。

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
１．当社は、指名報酬委員会に対する諮問・答申を経て、2024年２月29日開催の取締役会におい

て、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。また、取締役会は、
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法および決定された
報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方
針に沿うものであると判断しております。

２．取締役の個人別の報酬等の内容決定に関する基本方針
取締役の報酬等は、当社の企業理念を実現する優秀な人材を確保・維持し、持続的な企業価値お
よび株主価値の向上のために業績向上へのインセンティブとして機能する水準・構成とすること
を基本方針としております。具体的には、業務執行を担う取締役の報酬等は、基本報酬、賞与お
よび株式報酬で構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬等は、基本報酬のみとしております。

－ 21 －
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会社役員の状況

３．取締役の報酬等の個人別の報酬等の額または算定方法および付与の時期または条件の決定方針
（1）基本報酬については、月例の固定報酬とします。基本報酬の算定にあたっては、各取締役の

役位、職責、在任年数および成果等を考慮して決定することとしております。
（2）賞与については、事業年度ごとの業績向上に対するインセンティブとして機能するよう、毎

事業年度末に、当該事業年度の会社の業績等を考慮したうえで、支給の有無や支給金額を決
定し、支給する場合には当該事業年度終了後の一定の時期に支給します。

（3）株式報酬については、譲渡制限付株式報酬とし、中長期的な業績向上に対するインセンティ
ブとして機能するよう、各取締役の役位、職責、在任年数および成果等を考慮したうえで、
支給の有無や支給株式数（金銭報酬債権額）を決定し、支給する場合には、定時株主総会後
の一定の時期に交付します。譲渡制限付株式の譲渡制限期間は、当社の取締役その他当社の
取締役会が定める地位を退任する日までの間とし、当社の取締役会が定める期間中の退任、
法令または社内規則の重大な違反その他の割当株式を無償取得することが相当である事由と
して当社の取締役会で定める事由に該当した場合、割当株式を無償で取得することとしてお
ります。

４．取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
当社の取締役の個人別の報酬等の総額に対する各報酬の割合は、当社の企業理念を実現する優秀
な人材を確保・維持し、持続的な企業価値および株主価値の向上のために業績向上へのインセン
ティブとして機能する水準・構成となるよう、会社の業績、各取締役の役位、職責、在任年数お
よび成果等を勘案して、適切に定めております。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬等の額は、取締役会の決議による委任に基づいて、代表取締役社長中村達郎が決定
しております。取締役会の決議による委任を受けた代表取締役社長は株主総会で決議された報酬
等限度額の範囲内において、会社の業績、各取締役の役位、職責、在任年数および成果等を勘案
して、取締役の基本報酬、賞与の支給金額ならびに株式報酬の支給株式数（金銭報酬債権額）を
決定する権限を有しております。これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ
各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからであります。
また、役員報酬に関する決定プロセスの透明性、客観性および公正性を確保するため、取締役会
の諮問機関である指名報酬委員会において、役員報酬の基本報酬、制度、算定方式、個人別の報
酬内容等について審議、答申を行っております。

－ 22 －
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会社役員の状況

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

取 締 役 川 谷 充 郎 国立大学法人神戸大学 名誉教授 特別の関係はありません。

取 締 役 吉 永 一 夫 周 商 事 株 式 会 社  代 表 取 締 役 特別の関係はありません。

監 査 役 山 中 俊 廣
山中俊廣公認会計士事務所 代表 特別の関係はありません。

学校法人大阪成蹊学園 常任監事 特別の関係はありません。

監 査 役 山 本 和 人
弁護士法人第一法律事務所 弁護士 特別の関係はありません。

株式会社中北製作所 社外取締役 特別の関係はありません。

区 分 氏 名 取 締 役 会
出 席 状 況

監 査 役 会
出 席 状 況

主な発言状況および社外取締役に期待され
る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 川 谷 充 郎 14回中14回
(100％) －

土木工学、建設工学に関する豊富な知識と専
門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜
行っており、「企業価値の向上」に向けた当
社の施策の実施に対し、客観的・中立的な立
場で関与いただいております。

取 締 役 吉 永 一 夫 14回中13回
(93％) －

土木、建設業界に関する豊富な経験と直接企業
経営に関与された経験から議案審議等に必要な
発言を適宜行っており、「企業価値の向上」に
向けた当社の施策の実施に対し、客観的・中立
的な立場で関与いただいております。

監 査 役 山 中 俊 廣 14回中14回
(100％)

13回中13回
(100％)

公認会計士としての財務および会計に関する
専門的見地から議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。

監 査 役 山 本 和 人 14回中13回
(93％)

13回中12回
(92％)

弁護士としての専門的見地から議案審議等に
必要な発言を適宜行っております。

③　社外役員に関する事項
ア．重要な兼職の状況および当該兼職先と当社との関係

イ．当事業年度における主な活動状況

－ 23 －
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会社役員の状況

ウ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

④　会社役員に関する事項
役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役、監査役および執行役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に
規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は特約部
分も含め当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保
険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当
該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補するこ
ととされています。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して
生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。当該保険契約には免責額の
定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととされてい
ます。

－ 24 －
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会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 百万円
30

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30

⑷　会計監査人の状況
①　会計監査人の名称　　有限責任あずさ監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出
根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当する事項はございません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨お
よびその理由を報告いたします。

⑸　業務の適正を確保するための体制
①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　ア）当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催します。
　イ）取締役は、取締役会を通じて他の取締役の業務執行の監督を行います。
　ウ）代表取締役より全役員に対し、コンプライアンスを企業活動の基本とすることを徹底し

ています。
　エ）当社は、監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締

役会への出席、業務執行の調査などを通じ、取締役の職務執行の監査を行います。

－ 25 －
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会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　重要事項は稟議書、議事録等の管理基準に基づき、適正な保存および管理を行います。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　環境、品質、災害、労働安全、法務、情報セキュリティ、経理・財務等リスク領域毎の担当
部門により、内在するリスクを把握・分析したうえでそのリスクの軽減のために、規程の立案
および改訂に取組みます。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア）当社は、執行役員制度を導入しており、取締役会は経営戦略の策定と監督機能という本

来の機能に特化し、執行役員は業務執行に特化することで機能を分離し、取締役会のチ
ェック機能の強化・効率化と業務執行の迅速化を図ります。

イ）定例の取締役会を毎月１回開催し、法令で定められた事項の他、重要事項の決定を行い
ます。さらに迅速な意思決定が必要な場合は臨時取締役会を適時開催し、これら決定事
項は、速やかに執行役員会議等に伝達します。

ウ）業務運営については全社的な各年度予算および目標を設定し、各部門においては、この
目標に向けた具体策を立案し実行するとともに、毎月または定期的に開催する部門会議
において、その進捗状況および実施状況を取締役が検証します。

⑤　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア）代表取締役より全社員に対し、コンプライアンスを企業活動の基本とすることを徹底し

ています。
イ）代表取締役によりコンプライアンス担当役員が任命され、コンプライアンス室がコンプ

ライアンス体制の構築・維持・整備に当たっています。
ウ）社員就業規則において使用人に社内通報義務を負わせ、社内においてコンプライアンス

違反行為が行われ、または行われようとしていることに気付いた場合、免責性を確保し
た社内通報制度を利用できるようにしています。

エ）代表取締役直轄の内部監査室は、定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門に
フィードバックするとともに、取締役、執行役員および監査役に適宜報告を行います。

⑥　当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制

　親会社および子会社はありませんので、該当事項はありません。
⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項
　監査役は、必要に応じ補助者をおいて監査業務の補助を行うよう取締役に要請することがで
きます。
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⑧　前号の使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保
に関する事項
ア）上記補助者は、監査役の要請事項に関して、取締役および所属部署の責任者等からの指

揮命令は受けないものとします。
イ）上記の補助者に係る人事等については、取締役会と監査役会が事前に協議のうえ決定す

るものとします。
⑨　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

ア）取締役および使用人は、次の事項について速やかに監査役会に報告をするものとしま
す。

・役職員の違法、内部不正行為等
・重要な訴訟事案
・緊急、非常事態
・その他重要な事態

イ）当社は、監査役に上記ア）の報告を行った取締役および使用人に対し、当該報告を行っ
たことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止します。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア）監査役は、執行役員会議や部門会議等重要会議に出席するとともに、主要な稟議書その

他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明
を求めることができます。

イ）代表取締役は、業務執行方針ならびに会社が対処すべき課題等について、監査役会と意
見を交換するために定期的に会合を開催します。

⑪　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、速や
かに当該費用または債務を処理いたします。

⑫　財務報告の信頼性を確保するための体制
ア）財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ

適切な提出に向け、内部統制システムの構築をするとともに、その体制が適正に機能す
ることを継続的に評価し、必要な是正を行っています。

イ）内部監査室は、業務部門から独立して業務の妥当性、効率性および財務報告の信頼性の
確保等について評価・是正の推進を図っています。
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⑬　反社会的勢力排除に向けた体制
ア）当社は、企業や市民社会の秩序と安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然と

した態度で立ち向かい、一切の関係を持たないことを基本方針とします。
イ）企業倫理規程において反社会的勢力との関係遮断を明記し、全役職員に対し本規程の厳

守を徹底するとともに、コンプライアンスおよびコーポレートガバナンスの強化に努め
ています。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　取締役の職務の執行
　取締役は当事業年度に取締役会を14回開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項や
経営に関する重要事項を決定するとともに、月次の業務運営状況の報告を行い、取締役の業務
執行の監督を行っております。また、毎月の執行役員会議・部門会議において業務執行体制の
見直しを行うことにより、業務の適正を確保するための体制の更なる向上を図っております。

②　監査役の職務の執行
　監査役は監査役会において定められた監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役会
をはじめ重要な会議に出席するほか、各本部・事業所への往査、重要な決裁書類の閲覧等を通
じて経営の監査を行っております。また、代表取締役との定期的な意見交換会、会計監査人お
よび内部監査室との間で情報交換を行い、効率的な監査業務の遂行に努めております。

③　内部監査の実施
　代表取締役直轄の内部監査室は、内部統制システムおよび遵法経営の定着状況等について、
各部門に対し内部監査を実施し、監査結果を代表取締役に報告しております。また、改善すべ
き事項がある場合にはその指導も実施しております。

④　コンプライアンスに対する取組み
　取締役およびコンプライアンス室が中心となり、全社員に対し企業倫理規程の遵守を徹底し
ております。また、免責性を確保した社内通報制度を設け、コンプライアンス体制の構築・維
持・整備に努めております。
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貸　借　対　照　表（2024年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
流 動 資 産

現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
未 成 工 事 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

　

16,531,833
2,141,684

54,320
13,994,203

95,884
22,037
44,245

220,658
△41,200

13,468,291
7,673,071
1,483,801
778,850
74,703

5,299,693
36,023
19,683

5,775,536
4,944,006

8,276
414,665
473,428
△64,840

　

流 動 負 債 8,587,858
支 払 手 形 781,119
工 事 未 払 金 1,525,735
短 期 借 入 金 4,600,000
未 払 金 258,181
未 払 費 用 114,399
未 払 法 人 税 等 391,270
未 成 工 事 受 入 金 433,391
預 り 金 21,217
賞 与 引 当 金 249,985
工 事 損 失 引 当 金 122,968
撤 去 損 失 引 当 金 89,590

固 定 負 債 504,046
繰 延 税 金 負 債 386,897
退 職 給 付 引 当 金 117,148

負 債 合 計 9,091,904
純 資 産 の 部

科 目 金 額
株 主 資 本 18,894,212
資 本 金 5,178,712
資 本 剰 余 金 4,608,911
資 本 準 備 金 4,608,706
そ の 他 資 本 剰 余 金 205
利 益 剰 余 金 9,688,580
利 益 準 備 金 534,463
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,154,117
別 途 積 立 金 6,320,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,834,117

自 己 株 式 △581,991
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,014,007
その他有価証券評価差額金 2,014,007

資 産 合 計 30,000,124 純 資 産 合 計 20,908,219
負 債 ・ 純 資 産 合 計 30,000,124

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損　益　計　算　書（ 2023年 4 月１日から
2024年 3 月31日まで ）

科 目 金 額
千円 千円

完成工事高 19,695,035

完成工事原価 16,802,000

完成工事総利益 2,893,035

販売費及び一般管理費 1,544,567

営業利益 1,348,467

営業外収益

受取利息及び配当金 127,781

その他営業外収益 73,572 201,354

営業外費用

支払利息 22,627

その他営業外費用 88,948 111,576

経常利益 1,438,245

特別損失

減損損失 52,087

撤去損失引当金繰入額 90,090 142,177

税引前当期純利益 1,296,068

法人税、住民税及び事業税 382,394

法人税等調整額 15,558 397,952

当期純利益 898,115

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（ 2023年 4 月１日から
2024年 3 月31日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 5,178,712 4,608,706 － 4,608,706 534,463 6,320,000 2,138,788 8,993,252

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △202,787 △202,787

当 期 純 利 益 898,115 898,115

自己株式の取得

自己株式の処分 205 205
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － 205 205 － － 695,328 695,328

当 期 末 残 高 5,178,712 4,608,706 205 4,608,911 534,463 6,320,000 2,834,117 9,688,580

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △590,809 18,189,860 892,853 19,082,714

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △202,787 △202,787

当 期 純 利 益 898,115 898,115

自己株式の取得 △686 △686 △686

自己株式の処分 9,504 9,710 9,710
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

1,121,153 1,121,153

事業年度中の変動額合計 8,818 704,351 1,121,153 1,825,505

当 期 末 残 高 △581,991 18,894,212 2,014,007 20,908,219

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの　　　…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等　…移動平均法に基づく原価法

（２）棚卸資産
①未成工事支出金　　…………個別法に基づく原価法
②材料貯蔵品　　　　…………移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産　　　…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（２）無形固定資産　　　…………定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

３．重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

賞与引当金　　　　…………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち
当事業年度の負担額を計上しております。

工事損失引当金　　…………受注工事の損失発生に備えるため、当事業年度末における手
持受注工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的
に見積ることができる工事について、その損失見積額を計上
しております。
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撤去損失引当金　　…………契約に基づき将来発生が見込まれる固定資産撤去費用に備え
るため、当事業年度末における撤去費用見込額を計上してお
ります。

退職給付引当金　　…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理しております。過去勤務費用は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）
による定額法により費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
①工事契約

橋梁事業及び鉄構事業においては、主に長期の工事契約を締結しております。当該契約に
ついては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、原則として履行義務の充足
に係る進捗度に基づき収益を認識しております。当該工事契約は、発生した原価を基礎とし
たインプットに基づき、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができると判断
いたしました。

進捗度の測定は、契約ごとに、各事業年度末までに発生した原価が、工事原価総額の合計
に占める割合に基づいて行っております。進捗度を合理的に見積ることができない契約につ
いては、発生した原価のうち回収することが見込まれる部分と同額を収益として認識してお
ります。取引の対価は、主として、履行義務の充足の進捗に応じて、又は顧客との契約に基
づき段階的に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

②製品の販売
上記工事契約の他、主として橋梁事業における各種デバイス製品の製造及び販売を行って

おります。当該製品販売に係る収益は、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しており
ます。取引の対価は、主として、履行義務を充足してから６ヶ月以内に受領しており、重要
な金融要素は含んでおりません。
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 9,005,324千円

建物・構築物 10,124千円
機械・運搬具 16,381千円

会計上の見積りに関する注記
工事契約に係る収益認識及び工事損失引当金の計上

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
財又はサービスに対する支配が一定の期間にわたり移転する契約において、一定の期間に

わたり収益を認識する方法で計上した売上高（原価回収基準によるものを除く）は
17,300,953千円、また、工事損失引当金は122,968千円であります。

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
工事契約につきましては、原価回収基準を適用している工事案件を除き、一定の期間にわ

たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識して
おります。進捗度の測定は、契約ごとに、各事業年度末までに発生した原価が工事原価総額
の合計に占める割合に基づいて行っております。また、工事原価総額の見積りが工事収益総
額を上回る可能性が高く、かつ、その損失見込額を合理的に算定できる場合、当該損失見込
額を損失が見込まれた期に工事損失引当金として計上しております。

これらの見積りのうち、工事原価総額は工事案件ごとに顧客との契約によって定められた
仕様等を考慮し、作業内容を特定した上で適切に見積っております。また、工事の進行中に
おける設計変更や工事遅延等の状況の変化に応じて工事原価総額を適時に見直しておりま
す。

ただし、自然災害や事故、製作・施工における品質問題等の発生により、見込んでいる工
事原価総額を超えて追加原価が発生した場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及
ぼす可能性があります。

貸借対照表に関する注記

２．国庫補助金による圧縮記帳累計額

３．期末日満期手形
期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は、次のとおりで
あります。

支払手形　　　　　　　　　　　　　　　　　     466,740千円
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個別注記表

１．完成工事原価に含まれている工事損失引当金　
繰入額 102,993千円

用途 種類 場所 金額

鉄構事業用資産 機械・運搬具他 和歌山県海南市 52,087

普通株式 2,237,586株

普通株式 208,167株

決議 株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年６月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 101,312千円 50円00銭 2023年３月31日 2023年６月29日

2023年11月10日
取 締 役 会 普通株式 101,475千円 50円00銭 2023年９月30日 2023年12月１日

損益計算書に関する注記

２．減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

（単位：千円）

（１）減損損失の認識に至った経緯
鉄構事業用資産につきましては、鉄構事業の収益性の低下により、帳簿価額を回収可能価

額まで減額しております。その内訳は、機械・運搬具37,634千円及びその他14,453千円で
あります。

（２）資産のグルーピングの方法
資産グループは橋梁事業用資産と鉄構事業用資産グループとに分類し、遊休資産について

は個々の物件単位で資産グループとして取り扱っております。
（３）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地及び建物については主として不動
産鑑定評価額を基礎とした金額、機械・運搬具等は実質的に売却等が困難なため、零として
評価しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

３．剰余金の配当に関する事項
（１）配当金支払額等
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個別注記表

①配当金の総額 202,941千円
②１株当たり配当額 100円00銭
③基準日 2024年３月31日
④効力発生日 2024年６月27日

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（１）投資有価証券
その他有価証券 4,754,612 4,754,612 －

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2024年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、工事損失引当金、撤去損失引当金、退職給付引

当金等であり、回収可能性が認められない金額を評価性引当額として計上しております。繰延税金
負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金と前払年金費用であります。なお、投資その他の
資産に属する繰延税金資産と固定負債に属する繰延税金負債は相殺して表示しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品で運用することを原則とし、資金調達に
ついては銀行等金融機関からの借入によっております。

完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクについては、与信管理規程に沿ってリスク低減を
図っております。また、投資有価証券は株式及び債券であり、定期的に時価や発行体の財務状
況等の把握を行っております。

借入金の使途は、主に短期的運転資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

（注１）現金預金、受取手形、完成工事未収入金、支払手形、工事未払金、短期借入金は短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており
ます。

（注２）市場価格のない株式等（貸借対照表計上額189,394千円）は、「その他有価証券」には
含めておりません。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル3 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 4,161,407 － － 4,161,407
　　その他 － 593,205 － 593,205

資産計 4,161,407 593,205 － 4,754,612

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
　　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

　　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　　　　　該当ありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　　投資有価証券

　上場株式及び社債は市場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社
債は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価
をレベル２の時価に分類しております。
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個別注記表

（単位：千円）
橋梁事業 鉄構事業 合計

顧客の種類
官公庁 13,833,165 － 13,833,165
その他 1,786,285 4,075,585 5,861,870

計 15,619,450 4,075,585 19,695,035
収益認識の時期

一時点で移転される財 227,879 135,850 363,729
一定の期間にわたり移転される財 15,391,571 3,939,735 19,331,306

計 15,619,450 4,075,585 19,695,035

期首残高 期末残高
完成工事未収入金

顧客との契約から生じた債権 4,534,076 4,275,816
契約資産 7,352,055 9,718,386

未成工事受入金
契約負債 500,979 433,391

収益認識に関する注記
１．収益の分解

当社における事業を顧客の種類別及び収益認識の時期別に分解した場合の内訳は、以下のとお
りであります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

契約資産は、工事契約に関連して期末日時点で履行義務を充足し収益を認識しているもの
の、未請求の対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当
社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。契約負債
の増減は、顧客から受け取った未成工事受入金に関するもので、収益認識に伴い取り崩されま
す。
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１株当たり純資産額 10,302円56銭
１株当たり当期純利益 442円75銭

当事業年度中に認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた金額は
500,979千円であります。契約資産の増減は、主として収益認識（契約資産の増加）と債権へ
の振替（同、減少）により生じたものです。契約負債の増減は、主として未成工事受入金の受
取り（契約負債の増加）と収益認識（同、減少）により生じたものであります。

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当事業年度に認識した収益（主
に契約額及び見積原価の変更）は1,345,319千円であります。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は22,266,014千円であ

り、このうち76％が１年以内に、残り24％がその後２年以内に収益として認識されると見込
んでおります。

１株当たり情報に関する注記
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計算書類に係る会計監査報告

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 東 浦 隆 晴
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 　 　 　 芳 　 範

独立監査人の監査報告書
2024年５月24日

高田機工株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　　大阪事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高田機工株式会社の2023年４

月１日から2024年３月31日までの第95期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
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計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第95期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

監査役会の監査報告

－ 43 －
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監査役会の監査報告

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 小 野 誠 大 ㊞
社外監査役 山 中 俊 廣 ㊞
社外監査役 山 本 和 人 ㊞

2024年５月24日
高田機工株式会社　監査役会
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地図

株 主 総 会 会 場  ご 案 内 図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

なんばスカイオ ７F コンベンションホール 
大阪市中央区難波5丁目１番60号
TEL 06-6644-1081 

（注）会場には外来者専用駐車場がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い申しあげます。

●南海電鉄
 「なんば駅」中央口・南口直結
●地下鉄御堂筋線
 「なんば駅」南改札（出口専用）より徒歩約７分
●地下鉄千日前線
 「なんば駅」東改札口より徒歩約８分
●地下鉄四つ橋線
 「なんば駅」南改札口より徒歩約９分
●近鉄難波線（奈良線）・阪神なんば線
 「大阪難波駅」東改札口より徒歩約９分
●JR大和路線
 「JR難波駅」（OCAT）北出口より徒歩約11分
●地下鉄堺筋線・近鉄奈良線
 「日本橋駅」中南改札口より徒歩約10分
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